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６月１０日本会議再開（第４日目） 
 

１．出席議員    １４名 

    １番議員  西 沢 悦 子 君    ８番議員  玉 川 清 史 君 

    ２ 〃   小宮山 定 彦 君    ９ 〃   滝 沢 幸 映 君 

    ３ 〃   山 城 峻 一 君   １０ 〃   朝 倉 国 勝 君 

    ４ 〃   祢 津 明 子 君   １１ 〃   吉 川 まゆみ 君 

    ５ 〃   中 島 新 一 君   １２ 〃   塩野入   猛 君 

    ６ 〃   大日向 進 也 君   １３ 〃   中 嶋   登 君 

    ７ 〃   栗 田   隆 君   １４ 〃   大 森 茂 彦 君 

２．欠 席 議 員   なし 

３．地方自治法第１２１条第１項の規定により説明のため出席した者 

          町 長   山 村   弘 君 

          副 町 長   宮 﨑 義 也 君 

          教 育 長   清 水   守 君 

          会 計 管 理 者   池 上   浩 君 

          総 務 課 長   柳 澤   博 君 

          企 画 政 策 課 長   臼 井 洋 一 君 

          住 民 環 境 課 長   関   貞 巳 君 

          福 祉 健 康 課 長   伊 達 博 巳 君 

          商 工 農 林 課 長   竹 内 祐 一 君 

          建 設 課 長   大 井   裕 君 

          教 育 文 化 課 長   堀 内 弘 達 君 

          収 納 対 策 推 進 幹   長 崎 麻 子 君 

         まち創生推進室長    柳 澤 英 明 君 

          総 務 課 長 補 佐                          瀬 下 幸 二 君           総 務 係 長    
          総 務 課 長 補 佐                       細 田 美 香 君           財 政 係 長    
          企画政策課長補佐                       宮 下 佑 耶 君           企 画 調 整 係 長    

          保健センター所長   竹 内 優 子 君 

          子 ど も 支 援 室 長   鳴 海 聡 子 君 

４．職務のため出席した者 

          議 会 事 務 局 長   北 村 一 朗 君 

          議 会 書 記   宮 崎 あかね 君 

５．開  議    午前 ９時００分 
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６．議事日程 

  第 １ 一般質問 

（１）新型コロナ対策についてほか 吉 川 まゆみ 議員 

（２）新型コロナウイルスの対応についてほか 中 島 新 一 議員 

７．本日の会議に付した事件 

前記議事日程のとおり 

８．議事の経過 

議長（西沢さん）  おはようございます。 

 ただいまの出席議員は１４名であります。定足数に達しておりますので、これより本日の会議

を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配付のとおりであります。 

────────────────────────────────────── 

◎日程第１「一般質問」 

議長（西沢さん）  最初に、１１番 吉川まゆみさんの質問を許します。 

１１番（吉川さん）  おはようございます。 

 ただいま議長より発言の許可をいただきましたので、通告に従い、私の一般質問を行います。 

 １、新型コロナ対策について。 

 緊急事態宣言が全面解除され、５月２５日から通常の学校生活が始まりました。新１年生にと

っては不安と期待がいっぱいの学校生活、お友達と仲よくなれたでしょうか。行きたくないと困

らせていないでしょうか。初めて小学校にお子さんを出された保護者の皆さんのご心配は尽きな

いと推察をいたします。 

 今回のコロナは経済にも大きな打撃をもたらしましたが、教育現場にもたくさんの課題を残し

ました。町におきましては、教育委員会中心に時々刻々と変わる国の方針を一つ一つ丁寧に検討

をされ、児童生徒への対応に当たっていただきました。この場を借りて心から感謝申し上げます。 

 そこで、今回の教育現場での取り組みと今後の対応について伺います。 

 イとして、小学校の臨時休業に伴う家庭学習支援の取り組みについて、３点について質問をい

たします。１点目として、４月からの児童の学習の取り組みとその間の先生の対応は。また、児

童館の利用状況と学習支援状況は。そして、初めての取り組みを通して感じた課題について。 

 ４月に入り、新１年生１０４名が希望に胸を膨らませ入学式に臨みました。しかし、４月

１０日までという休業が、急遽、感染拡大の対策として延期、４月２４日までとなりました。誰

もが戸惑い、児童、その保護者は、どう変わっていくのか不安だらけのスタートだったと思いま

す。 

 そこで、新学期を迎えた４月からの児童の家庭学習の取り組みについて、また、その間の先生



- 125 - 

の対応はどのようにされたのでしょうか、その点について伺います。 

 また、児童館については休みの取れない保護者の皆さんもいることから、児童館を開館してい

ただきました。今回は３密を防ぐために、なるべく家庭での対応をお願いする中での運営でした。

そこで、この間の児童館の利用状況と、また学習の支援状況はどのようにされたのでしょうか伺

います。 

 また、家庭学習が２か月ほどに及びました。今回初めて長い家庭学習となりましたが、その中

で感じた課題はどのようなことがあったのでしょうか、その点についてもお伺いいたします。 

 ２点目として、朝の挨拶とチャイムを実施したが、その効果についてです。 

 当初は、臨時休業は５月のゴールデンウイーク明けまでとなっておりましたが、さらに２４日

まで延期となりました。その中、５月１１日月曜日より戸別受信機を活用して、学校生活と同じ

ように先生の朝の挨拶と１時間ごとにチャイムを鳴らしていただきました。ＮＨＫでも取り上げ

ていただきましたが、この取り組みについて、その効果と反響はどうだったでしょうか伺います。 

 ３点目として、臨時休業中の相談状況についてです。 

 今回は、思いのほか臨時休業が長引いてしまいました。その中、外出自粛は子ども達の生活を

大きく変えました。登校できないことや、また友達とも集まって遊ぶことができないなど、その

ストレスから、もしかしたら親と言い争いになったりもあったかもしれません。 

 そこで、この間に虐待やいじめ、家族間での問題など、相談対応はどうだったでしょうか。 

 以上、３点について伺います。 

 ロとして、オンライン学習についてです。 

 １点として、初めて体育館でオンライン学習を実施いたしましたが、実施への経過と学習状況、

また利用状況はです。 

 新型コロナ禍により休校が２か月に及ぶ中、注目されたのがオンライン学習でした。授業を再

開できない中、４月の段階でオンライン授業を始めたところは、既に１人１台の端末が整備され

ている学校でした。 

 さて、当町では、今回初めて各学校の体育館にインターネット環境を整備し、パソコンの端末

を使った学習を実施していただきました。大変ありがたかったわけですが、どのくらいの効果が

あったのでしょうか。 

 そこで、この取り組みは５月１１日から開始されたと承知しておりますが、実施への経過と、

また学習状況、そして利用状況はどうだったのでしょうか、その点について伺います。 

 以上で１回目の質問を終わります。 

教育文化課長（堀内君）  １、新型コロナ対策について、イ、小学校の臨時休業に伴う家庭学習支

援についてお答えいたします。臨時休業等の経過につきましては、これまでの答弁と重複すると

ころもございますが、よろしくお願いいたします。 
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 町では、３月に引き続き、新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため、４月９日から２週

間、長野県が感染対策強化期間と位置づけたことを受け、県教育委員会からの通知及び坂城町新

型コロナウイルス対策本部会議での協議により、４月１０日から２４日までの間、小中学校にお

いて一斉臨時休業を決定したところでございます。 

 また、休業期間中の４月１６日には、これまで７都府県に発令されておりました新型インフル

エンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言の対象地域が全ての都道府県に拡大され、県から、

措置法の規定に基づく外出と移動に関しての自粛要請を受け、町の対策本部会議の協議により、

臨時休業期間を５月６日まで延長することといたしました。 

 さらに、緊急事態宣言の延期を受け、町の対策本部会議の協議により、県内での感染動向が引

き続き警戒を要する状況であることと、子ども達の健康を守るため、５月２４日まで臨時休業の

延長を決定したところでございます。 

 ４月からの児童の学習の取り組みといたしましては、各学校からのプリントを中心とした課題

のほか、インターネット環境を活用した学習支援といたしまして、各学校のホームページや「す

ぐメール」から教科書会社のホームページ、文部科学省のホームページ「子どもの学び応援サイ

ト」、県教育委員会ホームページ「家庭学習サポート動画」などのコンテンツを紹介するととも

に、学校職員会、学年会、教科会におきましては、無料版の個別学習支援システムの提供及びそ

の周知を行ってまいりました。 

 この間の教員の対応といたしましては、子ども達への週１回の課題の作成と配付、回収、評価

を行ったほか、子ども達の健康状況や生活状況、精神面等を考慮し、担任等による家庭訪問を実

施するとともに、週２回「すぐメール」を活用した健康チェックや、希望者には必要に応じて教

育相談、健康相談などの個別対応等、きめ細やかな対応に努めてまいりました。 

 また、臨時休業中の児童館の利用につきましては、１年生が２２６名、２年生も同じく

２２６名、３年生１５５名、４年生１４名、５年生１３名、そして６年生につきましては利用者

がないといった状況で、その間の対応といたしましては、各小学校に配置する支援員をそれぞれ

の児童館に配置することにより、午前中から開館することが可能となり、学校から配付された課

題、学習の補助や遊びや日常生活の指導、見守りなどの支援を行ってまいりました。 

 このように、長期間にわたり臨時休業中の取り組みを行ってまいりましたが、新年度が始まっ

てすぐに休業に入ってしまったこともあり、まだ新学期の授業を行っていない状況の中、教員は

子ども達への課題作成の際に、内容やその量などに苦慮したほか、各家庭の環境や個人の取り組

み方などの違いから、配付された課題の進み具合や生活のリズムの面でも個人差が多く見られた

ことから、今後の課題として検討しなければならないといった意見が出されたところでございま

す。 

 こうした問題につきましては、臨時休業が長期化するに伴いまして、個別相談の際、保護者か
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らご意見をお聞きした教員からの提案として、５月１１日から２２日までの間の平日に限り、家

庭でも学校と同じように時間の区切りを意識した生活が送れるよう、町内全戸・全事業所に配付

した防災行政無線の戸別受信機を活用いたしまして、朝の学校長などの挨拶から始まり、午前

９時、１０時、１１時、そして午後１時の計４回、学校と同様のチャイムの放送を行ったところ

でございます。 

 各学校においては、子ども達への課題作成の際、チャイムに合わせた時間割を作成する中で、

時間割に合わせた課題の内容や量について工夫し、子ども達も規則正しく、時間に余裕を持って

家庭学習などに取り組むことができるようになり、生活面も含め、多くの保護者の皆さんから、

非常に有効であったというご意見をお聞きしたところでございます。 

 臨時休業が長期化する中、学習面での遅れが心配される一方で、家庭環境の問題や子ども達の

心のケアといった心配も懸念されることから、各学校では早い段階から、家庭訪問や子ども達へ

課題などを配付する際に、ご家庭の様子をお聞きし、希望者には教育相談、健康相談等、個別対

応を実施するとともに、必要な児童等には教育・心理カウンセラーによるカウセリングを行うな

ど対応を図ってまいりました。 

 また、相談を行う中で、虐待やいじめといった具体的な事案はございませんでしたが、支援が

必要な児童に対しましては各学校で個別に対応し、学習指導や生活指導などを行うことにより、

保護者及び子ども達の心のケアに努めてきたところでございます。 

 続きまして、ロ、オンライン学習についてお答えいたします。 

 先ほども申し上げましたとおり、臨時休業中の家庭学習であるプリント中心の課題を補う学習

手段として、各学校のホームページや「すぐメール」から教科書会社や文部科学省、県教育委員

会ホームページなどのコンテンツの紹介、学校職員会などにより無料版の個別学習支援システム

の提供及びその周知を行うなど、インターネット環境を活用した学習支援を実施してきたところ

でございます。 

 インターネットの学習支援を実施するにあたりましては、児童生徒が家庭で使用可能なイン

ターネットの環境を調査する必要がございましたので、「すぐメール」によるアンケート調査を

実施いたしましたところ、小中学校全体で約２０％のご家庭でインターネットが使用できない、

もしくは不明であるとの回答でございました。 

 このように、家庭においてインターネット環境を活用した学習が難しい状況の児童生徒に対し

て、同等の学習支援を行える環境を整えるため、既に災害時の中核避難所として指定されている

各小中学校体育館に、上田ケーブルビジョンのご協力により整備済みの情報通信設備を活用する

中で、新たにＷi-Ｆiルーターと約４０台のパソコンを整備することといたしました。 

 ５月の連休明けには全てのパソコンの設定作業が完了し、各小学校から保護者等に周知を図る

中で希望者を募り、５月１１日より、準備が整った学校から順次実施をしたところ、坂城小学校
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では１日平均６０名、南条小学校では１日平均２０名、村上小学校では１日平均２名の児童が利

用した状況であり、主にはホームページ等で紹介した無料版の個別学習支援システムを使った学

習に取り組むなど、インターネット環境を活用した学習支援に努めてまいったところでございま

す。 

１１番（吉川さん）  ただいま、詳しい、この臨時休業中の取り組みについて、担当課長から説明

をいただきました。本当に急に決まったことの中で、事細かく現場の声を吸い上げ、そしてこの

長い休業中をしっかりと取り組んでいただいたことに敬意を表したいと思います。そして、今お

話を聞く中で、このインターネット環境をしっかりとアンケートを取る中で、体育館にも１週間

ですか、やっていただいたということであります。 

 では、イの学習の取り組みについて２回目の質問をしたいと思います。 

 私も現場に行って声を伺ってまいりましたが、本当に今回は緊急的な対応をしていただいた中

で大変ありがたかったという保護者の声をたくさんいただきました。その中で、やはり学年が変

わってすぐだったということもあって、今始まっているわけですが、理解に個人差が出てきてし

まっている、その点について親御さんが大変心配をされておりました。その中で、既に学校は、

始まっているわけですが、この遅れを取り戻すために、学校では支援員の配置について増員され

る予定はあるのでしょうか。この点と、授業時間が全体の３割から４割までということで遅れて

いるとお聞きしておりますが、今後、授業時間の確保についてはどのように計画をされておられ

るか、その点についてお伺いしたいと思います。 

教育文化課長（堀内君）  学習の遅れへの対応についてお答えいたします。 

 ４月の入学式、始業式を終えてすぐに一斉臨時休業が始まり、緊急事態宣言を受け、休業が長

期化する中で、課題の配付とともに、中学校においては、３年生を中心に双方向のオンライン授

業を実施するなど、様々な工夫により家庭学習を行ってまいりましたが、やはり不足した授業時

数の確保が現在課題となっております。 

 各学校において、今後の授業計画を立て直す中で、夏休みの短縮や学校行事等の見直しを行い、

授業時数の確保に努めていく考えでございます。 

 また、文部科学省の追加支援として、臨時休業により不足した授業時数を補うための学校再開

後に補習等を行う場合に必要な学習指導員を追加配置する制度が設けられました。現在、県の教

育委員会を通じて提出する各学校における補充授業時間等を記載した企画書の作成などを進めて

いる状況であり、各学校の要望等を集約し、積極的に活用できるよう進めてまいりたいと考えて

おります。 

１１番（吉川さん）  夏休みを短縮をして補っていく、また指導員については、国からの追加の学

習指導員を補充する予算をつけていただけるということでありますが、これについては、今の申

請状況なんですが、各学校何名くらいを予定されているのかお聞きしたいと思います。 
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 それと、オンライン学習について２回目の質問をしたいと思います。 

 町で、インターネット環境のない児童生徒のために各体育館にその整備をしていただきました。

坂城小学校では６０人ということで、かなりの子が学校に足を運びました。やはり、これは学校

に行って友達にも会えるという、そういう中で学びたいという、そういう意思の表れだと感じま

した。また、中学３年生につきましても双方向のオンライン授業をしていただいたということで、

短い期間でしたが、大変実りのある取り組みをしていただけたと思います。 

 一方で、先ほどもそれぞれ無料版のウェブサイトを紹介してという話がありましたが、これが

どの程度、その子どもさんに反映をして利用されてきたかという、この辺を、今後、第２波、第

３波に向けて同じ体制を取ることも出てくると思いますので、アンケート等把握をして、これか

らに生かしていくことも大事な視点ではないかと思います。これは要望です。 

 さて、今回、町では地方創生臨時交付金を活用して、さらに３０台の端末を導入予定となって

おります。これを入れることで７０台となってまいります。そして、国ではＧＩＧＡスクール構

想、先日も同僚議員の質問がありまして説明もございましたが、このＧＩＧＡスクール構想を昨

年から──以前から１人１台ということで国の方針は出ておりましたが、なかなか進まないとい

うことで、今後４年間の間で導入予定というものを前倒しをして、今年度内に導入するようにと

いうことで国から通達が出ておりました。この取り組み、１人１台のタブレットパソコン、これ

はこれからコロナ対策の一環としても重要な取り組みだと思います。その点について、町のほう

では整備状況、また、今後どのような計画を立てられているのか、その点についても伺います。 

 また、この導入に当たって、ハードだけではなくて、このＩＣＴ環境の整備のためにスクール

サポーター、人的配置をするものについても国では補助をすると出ておりますが、この配置につ

いてももう検討されているのでしょうか、その点についてもお考えを伺います。 

教育文化課長（堀内君）  再質問についてお答えいたします。 

 まず、授業時数を補うための学校再開後に補習等を行う学習指導員の追加配置への要望でござ

います。各校１名から２名、４校合計で３００時間について、現在要望をさせていただく予定に

なっております。 

 続きまして、ＧＩＧＡスクールの進捗、オンライン学習の進め方についてでございます。 

 ＧＩＧＡスクール構想につきましては、昨年度までは、令和５年度までに行う児童生徒１人

１台のタブレット端末の導入等の整備に対して国が支援する方針ということで、現在のところ、

各校３５台ずつのタブレット端末が整備されている状況でございます。そのような状況でござい

ましたが、新型コロナウイルス感染症感染拡大等の影響によりまして、令和２年度中、今年度中

に前倒しする整備に対して支援を行うといった方針に変更されたところでございます。 

 現在、県教育委員会を通じて、国から整備に係る意向調査等が複数回にわたり行われている状

況でありまして、来年度以降の導入に対して補助対象となる見込みが定かではない中、当町とい
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たしましても今年度事業として前倒しにて整備ができますよう、今後、予算手続及び補助金交付

申請等、計画的に進めていく予定でございます。 

 なお、今回、国が示すＧＩＧＡスクール構想を受け、当町では、これまでの校内で学習するス

タイルだけではなく、各家庭で使用できる機器も想定しており、大容量に対応した校内ネット

ワークを整備するとともに、Ｗi-Ｆi環境が整っていない家庭に対する貸与等も目的としたモバ

イルルーター等の整備、そして学校からの遠隔学習機能の強化として、学校側が使用するカメラ

やマイクなどの通信装置等の整備等も含まれたものを併せて計画しているところでございます。 

 また、ＧＩＧＡスクールサポーター配置支援事業につきましては、学校におけるＩＣＴ環境整

備の設計や使用マニュアル、ルールの作成などを行うＩＣＴ技術者の学校への配置経費に対する

支援でございます。 

 今後、各学校のＩＣＴ担当教職員で組織しますＩＣＴ活用教育委員会の意見も聞く中で、配置

について検討してまいりたいと考えているところでございます。 

１１番（吉川さん）  このＧＩＧＡスクール構想、本当に１人１台端末を配置をしても、それを使

いこなせるかどうかということも大きな課題だとは思います。そういう中で、今もＩＣＴの推進

委員会があるということで、その中でしっかりと検討をして、このスクールサポーターについて

は、今後検討していくという答弁をいただきました。 

 また、インターネット環境がないお子さんのためにはモバイルルーターの貸与等も考えていく

ということで、今回の取り組みを通して、大きく町も取り組みを前進させていただけるかと思っ

ております。 

 最後にもう一点なんですけれども、５月末から平常どおりの授業が開始されて、今日で１３日

目を迎えました。改めて、この平穏な日常が大変貴重であるということを認識するわけですが、

その中で、今後いつ来るか分からない第２波、第３波、これに向けて教育現場も備えていかなけ

ればなりません。今、るると町としての対応をご説明いただきましたが、その中で第２波、第

３波が来たときの、今後オンライン学習の取り組みについては、町としてどのような計画を立て

られているでしょうか。このオンライン学習にも教材活用型と動画配信型、また、同時双方向型

の３通りのやり方がございます。今回も中学ではきちんとしたやり方を双方向型でやっていただ

けたわけですが、一人も取り残さない対応が迫られるわけですが、町の対応についてお考えを伺

います。 

教育文化課長（堀内君）  現在も懸念されております感染拡大による第２波、第３波が起きた際の

オンライン学習の進め方についてでございますが、ＧＩＧＡスクール構想の整備が完了するまで

の当面の間につきましては、各家庭でのインターネット機器の使用のほか、各体育館のＷi-Ｆi

環境を活用した学習支援を強化するため、地方創生臨時交付金を活用してパソコン３０台の増設

について、先日、専決補正につきましてお認めいただいたところでございます。 
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 また、オンライン学習には様々な方法があり、今回、各小学校で行った教材や授業動画などの

各コンテンツの紹介のほか、中学校の主に３年生を対象に行いました双方向によるオンライン授

業の手法などがございます。双方向によるオンライン授業につきましては、教員の準備や対応の

負担も大きく相当な時間も要したことから、インターネット環境を利用した学習教材の配付や授

業動画撮影からの配信のノウハウ、ウェブ会議システムを活用した双方向コミュニケーションな

どの体験が可能な、県教育委員会が新たに開催する予定の教職員向け研修会を活用するなど、イ

ンターネット環境の整備とともに人材の育成についても力を入れ、準備をしてまいりたいと考え

ております。 

１１番（吉川さん）  今、答弁をいただきました。確かに、この双方向のやり方というのは、先生

にもかなりの負担がかかると思います。今後必要となるのが、家庭でも学び続けられる環境整備

だと思います。町では、今もるる説明をいただきましたが、着々と準備を進めていただいている

ことがよく分かりました。 

 そして今、課長からもありましたが、県教委は８月末までに県内全ての小中学校教員がオンラ

イン会議アプリなどを使って遠隔授業をできるようにする研修を行っていくと発表がありました。

先生方も大変だとは思いますが、よろしくお願いしたいと思います。後は、いざというときのた

めに多くの児童生徒がそれを受けて、自分のものとして活用ができるかどうかということです。

そんな意味からも、今後、子ども達へのソフト面でのご指導もよろしくお願いしたいと思います。 

 それでは、次の質問に移りたいと思います。 

 ２、地方創生臨時交付金について。 

 さて、今回のコロナ禍にあって、国は第１次補正予算で各自治体への支援として１兆円の地方

創生臨時交付金を決定をいたしました。当町でも既に５月２０日の全員協議会で、この交付金の

活用事業について説明があり、２１日、専決処分で補正予算を組み、取り組みが開始をされまし

た。そこで、その事業について伺います。 

 イとして、スタンプラリー消費回復応援事業について、次の３点について伺います。 

 １として、今回の交付金は自治体の人口や財政力、感染者等の状況に応じて配分をされたと聞

いております。そこで、町へ交付されました全体の金額はどれぐらいだったのでしょうか。 

 ２点目として、長い自粛生活が続き、また３密を避ける観点から飲食店、販売店は大きな打撃

を受けました。そこで町の商業の状況について伺います。 

 ３点目として、今回、商工会が中心となってスタンプラリー消費回復応援事業を行うことが決

まりました。このチラシとともに、６月号の広報さかきにも内容が示されておりました。そこで、

多くの町民にこれをご利用いただいて商業店舗の活性化につなげたいと思っております。そこで、

この事業の取り組みの詳しい内容、そしてまた利用できる店舗についてお伺いをいたします。 

 ロとして、第２次補正予算で交付される交付金の活用についてです。 
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 ５月２７日、第２次補正予算案が閣議決定をし、今月８日、国会に提出されました。現在、衆

参両院で審議中であります。今回の内容は地方創生臨時交付金２兆円を含む３１兆９，１１４億

円となりました。この第２次補正予算案が今後成立いたしますと、またコロナ対策として交付金

が配分されてくることが予想されるわけですが、そこで町として、この２回目の臨時交付金を活

用した新たな事業について、どのように考えておられるでしょうか、その点について伺います。 

 以上で１回目の質問を終わります。 

町長（山村君）  ただいま吉川議員さんから、２番目の質問としまして地方創生臨時交付金につい

てのご質問ありました。私からは全般的な話と、それから特にロについて、第２次補正予算の関

連についてお話し申し上げまして、イにつきましては担当課長からお話しするということにした

いと思っております。 

 若干、今までのところ整理申し上げますと、国の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時

交付金につきましては、４月２０日に閣議決定がなされた新型コロナウイルス感染症緊急経済対

策を踏まえ、新型コロナウイルスの感染拡大を防止するとともに、感染拡大の影響を受けている

地域経済や住民生活を支援し地方創生を図るため、地方公共団体が地域の実情に応じてきめ細か

に必要な事業を実施できるよう創設された交付金であります。 

 臨時交付金は自治体の人口や財政力、コロナウイルス感染者数などの数値に基づき配分の限度

額が示されますが、当町へは６，６４６万９千円が交付金の上限として示されたところでござい

ます。 

 町では、新型コロナウイルスへの対応としまして、早い段階から独自の支援も行ってまいりま

した。 

 まず、４月中旬に、新型コロナウイルス感染拡大により大きな影響を受けている中小企業の資

金繰りを支援するために経営安定特別資金を創設したほか、次のステップとなる４月下旬には、

児童手当上乗せ給付金の対象外となる１８歳未満の児童のいる世帯の支援や１８歳未満のお子さ

んのいる独り親世帯に対する町商品券の給付、あるいは町内全ての１８歳未満の子供さんに対し

ての図書カードの配付などについて事業化し、中小事業所や子育て世帯に対する支援体制を整え

てまいりました。 

 そして、国の交付金の配分額の提示を受けた５月下旬におきましては、国の持続化給付金の対

象とならない事業所への支援や、飲食事業者等のテイクアウト、デリバリーなどの新たなサービ

ス導入の支援、スタンプラリーによる消費喚起を促す事業といった産業支援、産業活性化に向け

た新たな取組のほか、就学援助費の追加支給や経済的に修学が困難な学生に対する奨学金の追加

給与、感染予防に係る防疫・防災用品の整備、インターネットを活用した学習環境の整備など、

様々な支援策などについて、スピード感を持って事業化を図ってきたところであります。 

 これまでの新型ウイルス対応に係る町独自の支援策等に係る事業費は１億１，６１３万円とな
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っており、事業費のうち６，６４６万９千円について、国の地方創生臨時交付金を充当し、残る

部分につきましては財政調整基金を含む一般財源を充てる中で、より充実した施策として支援を

しているところであります。 

 また、住民の皆様や事業者の皆様への周知といった面では、支援策や活性化策の内容につきま

して、広報さかきや町ホームページの周知に加え、新たに作成をいたしました新型コロナウイル

ス感染症支援一覧にまとめ、全戸に配付するとともに事業所へ送付し、スーパーやコンビニエン

スストア、金融機関などにも配置をお願いする中で、幅広く周知を行っているところであります。 

 さて、ご質問の国の第２次補正予算に係る新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

につきましては、新型コロナウイルス対策に取り組む自治体向けの交付金として、既に予算化さ

れている１兆円に加え、さらに２兆円の増額が行われるとお聞きしているところでございます。 

 しかしながら、増額される地方創生交付金につきましては、現在のところ、自治体への配分額

を含め対象となる事業の範囲といったことについて、具体的にはまだ示されていない状況であり

ます。 

 交付金を活用した新たな取り組みにつきましては、今後、国あるいは県から示される情報を注

意深く確認しながら、町が既に取り組んでいる事業の状況も確認する中で、４月に創設した経営

安定特別資金の枠の拡大ですとか、さらなる事業所支援のほか、あるいはまた、スタンプラリー

に続く経済活性化策、あるいはインターネットを活用したｅラーニング、例えばクラウド環境を

利用した教材ソフトの導入などといったＧＩＧＡスクールにちょっと関係することもありますけ

ども、教育環境の整備など、当町の実情に合った、より効果的な事業について検討する中で迅速

に対応してまいりたいと考えておるところであります。何せ、まだ予算が成立していない段階な

ので余り勝手なことを言うとあれなんですが、今までの延長線上の中で迅速に取り組んでいきた

いというふうに思っております。 

 以上です。 

商工農林課長（竹内君）  イのスタンプラリー消費回復応援事業についてのご質問のうち、私から

は町の商業の状況とスタンプラリー消費回復応援事業の内容について、お答えをさせていただき

ます。 

 新型コロナウイルス感染症は、国内の地域経済に甚大な影響をもたらしており、特に飲食業や

サービス業など、密閉・密集・密接の３密の常態化が考えられる業種について、大変大きな影響

を及ぼしているところでございます。 

 町内の商業の状況につきましては、５月１日、６日、２５日に開催をいたしました新型コロナ

ウイルス対策の事業所向け説明会において、参加された事業者から現状をお聞きしたところでご

ざいます。影響の大きい飲食店からは、２月頃から利用者が減り始め、３月から４月にかけての

謝恩会や歓送迎会などの団体予約がキャンセルとなり、４月以降も感染への懸念から客足が遠の
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いているといった状況のほか、原材料など仕入れができず営業ができないといった声も聞かれて

おります。 

 また、売上げが５０％以上落ち込んでいる事業者が利用できる国の持続化給付金の申請方法に

ついても、商業に関する事業所から多くのご相談をいただいたところでございます。 

 町が４月２０日から開始をしました新型コロナウイルス関連の融資の状況を見ましても、全体

で７４件の申し込みのうち、飲食業、サービス業など、商業に関する業種は約半数を占めており、

町内の商業にも大きな影響があることをうかがい知ることができます。 

 外出の自粛や３密の回避などにより事業活動への影響が大きかった商業関係の事業者も、緊急

事態宣言が解除され、少しずつ回復に向けて動き出しておりますので、町といたしましても、回

復に向けた活動を後押しできるよう支援策を講じてまいりたいと考えております。 

 次に、スタンプラリー消費回復応援事業の内容につきましてお答えいたします。 

 町内における消費を喚起するため、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴って売上げが低迷す

る飲食業や小売業などを営む事業者の早期回復を図るとともに、経営の安定化を目的に、町から

の委託事業として、商工会の主催によりスタンプラリー消費回復応援事業を実施しております。 

 スタンプラリーは、６月と７月の２回に分けて実施することとしており、６月の台紙は広報さ

かき６月号の発送と併せて全戸配付をさせていただきました。７月の台紙につきましても、６月

下旬に広報さかき７月号の発送と併せて全戸配付をさせていただく予定となっております。 

 使用方法は、配付した台紙を用いて、町内の異なる５店舗で千円以上のお買物やお食事をして

スタンプを押していただく形であり、スタンプを５店舗分そろえ、商工会に提出された方全員に

千円分の商品券を進呈するものでございます。進呈された商品券を利用いただくことで、さらな

る町内事業所の売上げの増進と消費者の家計支援につなげていければと考えているところでござ

います。 

 なお、今回のスタンプラリー消費回復応援事業は商工会の会員事業所に限らず、町内で商業を

営む事業所にお声がけをし、町内全ての店舗でお取扱いができるよう努めているところでござい

ます。店舗を限定せず、町内全ての店舗を対象とした消費喚起策ということでチラシには取扱店

名の記載がされておりませんが、分かりづらいとの声もいただいておりますので、町民の皆様に

分かりやすく、多くの皆様にご利用いただくため、店頭に取扱店の掲示をいただいたり、町及び

商工会のホームページや「すぐメール」などにより周知してまいりたいと考えております。 

１１番（吉川さん）  ただいま、町長から詳しいお話をいただきました。町ではたくさんの支援を

考えていただきました。そして、広報さかき６月号とともに、支援の一覧表を作成していただい

て町民のもとに届けていただきました。大変ありがたいと思います。 

 そして今、課長からもお話があったように、商業関係の皆様は大変な思いをしているというこ

とを切々と感じたわけですが、県では休業等の要請に協力いただいた事業所に県と協調して協力
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金──これも当町でも４０件ほどとお聞きしておりますが──作っていただきました。また、外

出自粛に伴って売上げが落ち込んでいる事業者がテイクアウトやデリバリーなどを開始された場

合、その初期費用を補助する支援も設けていただきました。また、先ほどもありました持続化給

付金の対象に当たらない小規模事業者に対しても、２５０事業所分として５，２００万円の予算

を立てていただいております。 

 このように、町では細部まで検討していただき、経済の底上げに知恵を出していただきました。

これからも様々検討していただいて、また、目に見えないところに知恵を使っていただきたいと

思います。 

 それで、今、担当課長から、この説明をいただきました。なお、同僚議員からも先日も質問が

あったわけですが──私も何軒か買物に行きました。今、二つだけ押してあるだけなんですけど、

すいません、お店の名前を出してしまうとまずいので言えないんですが、私の前のお客さんがこ

れを出しましたら、「いや、うちでは取扱っていませんよ」ということで断られた様子をちょっ

と見たわけなんですが、今も課長のほうから、これを店頭に掲示して、このお店はやっています

というようなことを表示するようにしますとお話がありました。そういうふうにしていただくと、

町民の皆さんも「あ、このお店やっているんだな」って分かると思うんですが、そういうふうに

していますっていうことを戸別受信機か何かで言っていただきたいと思います。でないと、結局

買物に行って、せっかくいっぱい買物したけれども判子ついてもらえないっていうふうに思う人

もいると思いますので、その点、ぜひ。 

 ８日の日にホームページにも詳しく、また再度載せていただいておりますが、ここの文章もち

ょっと私も誤解が生まれるなと思ったのは、ダブルチャンスとして、８月にすてきな景品が当た

る大抽選会にもご参加いただけますっていう、この大抽選会に行けるんだって思うかなっていう

のもちょっと思いました。これは、抽選会やるんですけれども、別に私たちが行ってやるってこ

とじゃないと思うんですね。その辺も、ちょっとあれかなと思いました。 

 それで、２点お伺いしたいと思います。 

 これは、異なった店舗５件で千円以上お買物していただきます。それで、ここのところにある

んですが、引換えは６月１日から７月１０日、平日９時から夕方の５時まで引換えができますと

あるんですが、すいません、これ主婦の目線で言って申し訳ないんですが、商工会まで行くとい

うことが、ちょっとネックだなって思いました。もちろん高齢者の方は隣のおばちゃんに「これ、

あるんだけど、行ってもらってきて」って言えばそれで済むと思うんですが、この辺、どうでし

ょう。これは委託事業なので変えることはできないかもしれないんですが、できれば村上地域に

１軒とか坂城にという形で、この９時から５時、普通の日に引換えですよっていう、ここら辺が

ちょっと私、せっかくいい事業なのに、皆さん、どうかなって思いました。そういう意味で、引

換え場所を町内にもう少し増やしていただきたいと思います。 
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 この点について１点と、それからダブルチャンスとしてプレゼントを用意していますとあるん

ですが、海外旅行なんて言いませんけれど、町内のペアのお食事券が、１位はそんなのが特賞と

して当たりますとか、何かそういう魅力のあるうたい文句というか用意をできないか、このプレ

ゼントについてどのようなものが用意できているのか、その点は委託事業ですので町ではってい

う答弁かもしれませんが、せっかくやるので、そういうところまで、全町民が「お、すごいぞ」

って、私も私もってなるような、そういうふうにできればと思います。 

 あと、ちょっと同僚議員もおっしゃってたんですが、これをコピーして、また使いたいと思っ

ている人もいるようなんですね。その辺もちょっと注意事項としてあったほうがいいのかなって。

もちろん商工会に持って行けば無理ですよとなるんですが、一生懸命になってそういうふうにや

る方が出てくることもなきにしもあらずとかと思いますので、その点についてもお願いしたいと

思います。 

商工農林課長（竹内君）  引換会場と抽選会、プレゼントについての再質問をいただきましたので、

お答えいたしたいと思います。 

 坂城町商品券の引換会場につきましては、現在、商工会窓口のみとさせていただいているとこ

ろでございます。引換会場につきましては、ご質問のように南条地区、中之条地区、村上地区と

いった各地区に設置できるとスタンプラリー参加者の利便性もよくなるものと考えますけれども、

取り扱う商品券は金券ということもございます。また、紛失や盗難、管理簿の整理など引換者の

責任事項もございます。主催者である商工会とも相談をいたしますけれども、体制等、現状では

難しいものと考えているところでございます。 

 ８月に実施をいたします抽選会やプレゼントにつきましては、町内でさらなる消費喚起に向け

て商工会独自で計画をいだたいたものでございます。ご利用される方の購買意欲が向上し、また、

町内事業所の売上げに貢献できるよう商工会とも検討、相談をさせていただきまして、ご案内を

してまいりたいと考えております。 

１１番（吉川さん）  やはり町民の目線に立っていただきたいというのが一つです。もちろん委託

事業ですけれども、町から５００万円という予算措置をされているわけですので、せっかくやる

んであれば、この時間に来なきゃ駄目ですよっていう対応はちょっとおかしいと思うんですね。

やはりその辺、今難しいとおっしゃいましたが、文化センター辺りに、辺りにって失礼なんです

けど、設けていただきますと、もうちょっと町民の足もスムーズに向くのではないかと思います。

結局、車のある方で働いている方たちはお昼休みに持って行けますかってなりますよね。その辺、

５時までっていうのを、例えば時間を延ばすとか、何かその辺、まだ始まったばかりですので検

討していただきたいと思いますが、答弁求めませんが、ぜひ、その辺お願いしたいと思います。 

 そして回覧板で回してもいいですし、戸別受信機でしっかりと周知をしていただいて、せっか

くやるんですので、これが一定の方が活用して終わるのではなくて、本当に多くの事業所の皆さ
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んがよかったと言っていただけるように、多くの町民が利用できるように、ぜひ改善をしていた

だきたいと思います。 

 今、プレゼントの件もありましたけれども、検討の段階の前にこういうことが分かっていれば

もっと改革できたと思いますが、今後もこういう形の事業があると思いますので、そのときには、

ぜひ町民の目線に立った思いを反映できるような形で検討お願いしたいと思います。 

 さて、ロの第２次予算補正案ですが、今も町長のほうからもありました。確かに決まっており

ませんのでどうこうとは言えませんが、第１次の臨時交付金のときには各課からいろんな事業を

上げていただいて、その中で精査をする中で今回の様々な事業の決定をしたとお聞きしておりま

す。 

 私はちょっとそれを見させていただいて、今回は子育て世帯、企業、商業への支援が大変多か

ったと思います。それで残っているのが、高齢者への支援がちょっと欠けているなと思います。

本当に今一番懸念しているのが、通っていたジムにも行かれない。今は始まり始めましたけれど

も。教室にも行けない、そして町でいいますと老人福祉センターでやっていた介護のいきがい広

場とか介護の体操ができる、これも全部中止になっておりました。 

 そういう中で、やっぱり危惧するのが健康の問題であります。町長の話の中にも令和元年度の

国保の医療費もかなり上がってしまったというお話がありましたが、この点、町では、私も福祉

課長とも話したら、この体操を何とかやっていきたいということで上田ケーブルビジョンにも流

していただきましたし、そしてまた社協のホームページでも体操を流していただいています。私

も見させていただいて、やりました。これは、分かっている人はいいわけですね。 

 その中で、私も毎日、朝歩いてるいんですけど、高齢の方も若い方も一生懸命ウオーキングし

ている姿を見かけます。そういう中で、私も今まで何回も訴えてきたわけですが、第１次の臨時

交付金の活用事業の中にほかの自治体のやった事業を見ましたら、健康維持のために健康ポイン

ト制度のアプリを導入して始めたという自治体もありました。そんな意味で、私はちょうどいい

チャンスですので、今後、交付金はどのくらい出てくるか分かりませんが、今も町長が、今後企

業にも拡大をしていくというお話がありましたが、私はぜひ、高齢者と若い方が今以上に健康に

注意をして、そして楽しみを持って健康の維持のためにやっていただけるために、この健康ポイ

ント制度のインセンティブを付与するこの仕組みを今回考えていただきたいと思います。副町長

は、何か横でちょっと笑っているんですけど、ぜひ、そんなことっていう感じで受け止めないで

いただきたいと思うんですね。 

 本当にこれ、もちろん子ども達も大事ですが、私も高齢者の一人になりましたけど、本当に健

康って大事だと思います。そこにどういう形で投資をしていくか、これは大きな課題だと思いま

すので、ぜひ、この第２次補正予算が決定をして交付金が町に交付になりましたら、これも吉川

が言っていたということでこの辺に置いといていただいて、ぜひ、検討の台に上げていただけれ
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ばありがたいと思います。これは要望です。 

 まとめに入ります。「子どもは人類の未来。子どもたちは未来の宝である。かけがいのない地

球の財産である。その貴重な生命を守ることは、人類の未来を守ることにつながる」、これは私

の尊敬する方の言葉です。そのとおりだと思います。目に見えないウイルスとの戦いがまだまだ

続きますが、輝く未来の子のためにさらなる支援の充実をお願いし、私の一般質問を終わります。 

議長（西沢さん）  ここで１０分間休憩いたします。 

（休憩 午前 ９時５７分～再開 午前１０時０７分） 

議長（西沢さん）  再開いたします。 

 次に、５番 中島新一君の質問を許します。 

５番（中島君）  ただいま議長より発言の許可をいただきましたので、通告に従い一般質問をさせ

ていただきます。 

 まず、新型コロナウイルス感染症に伴う医療従事者の方々をはじめ、教育機関、特別養護老人

ホーム、保育園、幼稚園の関係の皆様、そして行政対応の皆様に、感染拡大防止対策のためのご

尽力に際し、感謝するとともに敬意を表します。 

 昨年６月の私の初議会より１年がたちました。１９号災害、感染症予防、様々な対応を考えて

いる中で、議員になるきっかけともなったある言葉、「政治は人々を幸せにするためにある」と

いう先輩議員の教えを胸に日々精進してまいっているところでございます。 

 さて、町の感染症対策本部が設置され、それを中心に本部長の町長より各方面への対応策、支

援策などが打ち出され、当町では町民の皆様のご協力のもと、感染拡大防止ができていることに

敬意を表する次第でございます。 

 また、今回の封書での特別給付金の支払いにつきましても、町民の方から「受付から振込まで

がスムーズだったね」との声もいただきました。消費拡大への期待が膨らんでまいります。まだ

給付金についての対応が続きますので、引き続きお願いいたしたいと思います。 

 しかしながら、この給付金に乗じた詐欺など、警察庁の調べでは全国での被害総額が３月から

５月末まで４千万円を超えております。町民の皆様には不審な電話などには十分注意していただ

きたいと思います。 

 ５月１４日に県内では新型コロナウイルス感染拡大による緊急事態宣言が解除され、私たち一

人一人、この感染症に対する知識と意識、また環境面、衛生面での対応が生活の一部に定着しつ

つあります。スーパーなどのレジでは、感染拡大防止のための対策でシールドなど置くなど、買

物環境もさま変わりしてきております。 

 そして、新型コロナウイルス感染拡大防止の緊急事態宣言中におきましては、学校の臨時休業

をはじめ、密集、密接、密閉のいわゆる３密を避ける行動の呼びかけ、また飲食店などへの営業

自粛協力などお願いがなされました。その呼びかけに町内にある各事業所も即時対応がなされて
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おりました。 

 マスクについては、ある企業では会社から従業者一人一人への配付がされ、ある企業ではマス

クを買うための資金の半額支給など、心のこもった対応もお聞きしました。さらには、そのマス

クがなければご家庭で手作りをしており、感染拡大防止のためのご努力がなされていました。町

内でも様々な種類のマスクをしておられる方々もおられ、ないものは作るという古きよき日の風

習や助け合いの心、また、ハングリー精神が見受けられた部分もございます。本日、私がしてい

るマスクも、顔が大きいからと少し大きめで作っていただきました。 

 この緊急事態宣言中の３密を避ける行動の要請を受ける中では、イベントやお花見、ゴールデ

ンウイークなど、外出をしたり遊んだりが、ふだんなら当たり前の時期にもかかわらず、自粛の

要請に応じていただきながら生活していただいた皆様のご協力の結果として、現在があることは

確かでございます。 

 そして、緊急事態宣言解除後も、人の命を脅かすウイルスのことと、ご家族、お仲間の健康を

考え行動されている諸団体の責任者の方に聞けば、やはりワクチン、薬などできるまでは、イベ

ントの自粛などはやむを得ない結果であり、集まりなどを設けて感染症が予防できなかったらと

考えると申し訳なくなる。また、とある経営者の方は従業者への雇用と生活の安心を守ること、

それと健康管理も必要不可欠な状態ですと話されております。 

 また、こうした３密の回避を実行していることの結果として、県内では７６名という感染者数

に抑えられている現状があることだとおっしゃっている会社役員の方もおられました。 

 確かに、坂城町をはじめ、この地域を管轄する長野保健所管内からは感染者が現在まで一人も

出ていないということもあり、町民の皆様のご理解とご協力に感謝するとともに、この感染拡大

防止の対策に従事されている方々に対しましても、重ねて敬意を表する次第でございます。 

 こうした町民の皆様の行動に応えていくために、また、協力していただいている皆様に、これ

からは日常生活での不安の解消、そして町の経済回復に向けて動いていかなければならないと思

います。 

 この予期せぬ、今までに体験したことのない、突然に来た新型コロナウイルス感染症対策での

生活環境の激変でございます。そうした面では、この議場も制約された場所の中で換気等できる

ことをしながら行われておりますので、感染症対策、対応についての質問、２項目につきお聞き

いたします。 

 まず、感染予防対策期間中に仕事の休業や就業時間の短縮、また残業なども減り、収入が減少

した方々への生活面への対応や支援など、ふだんの生活への安心をつくっていかなければいけま

せん。それでは質問に入ります。 

 １、新型コロナウイルスの対応についてということで、イの町税についてでございます。 

 この新型コロナウイルス感染防止のため、この数か月の自粛要請などにより、個々の収入が減
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った方もおられます。某大手マーケティング会社が４月に１，５１４人を対象にインターネット

調査をした資料を見ますと、感染症の影響で賃金が増えた方が３．９６％、「どちらでもない」

が５１．３９％、「減った」と言った方が４４．６５％と、今までと同等の賃金が入ってこない

人が４割方いらっしゃいます。その中には各種銀行ローンなどを組んでおられる方もおり、引落

とし日には指定の金額が口座から引き落とされます。その対応には金融各社は、現在、収入が減

少し、返済が困難な方へ返済猶予のご相談などの対応策が取られており、生活していく上でのお

金に対しての安心がつくられております。 

 このほど町税に対しましても、感染症の影響により納税が困難な方への納税猶予への特例制度

がつくられました。 

 そこで、今後の町税の収入額の見通しと、このたびの町税納入に対する特例制度の具体的な内

容についてお聞きいたします。 

 そして、ロの事業所への支援についてでございます。 

 ３月の議会で質問要望いたしました事業所支援、町独自の施策として早期に対応策、支援策が

施されたことに大変感謝を申し上げます。国からも持続化給付金に加え、新型コロナウイルス協

力金、県からの支援策も幾つか発表され、事業所への経営面、雇用面での支援策の活用により、

この感染症対策によりダメージを軽減できている事業所もあるかと思います。さらに、商業、工

業におきましては、新サービス創出応援補助金、経営安定特別資金など、また農業におかれまし

ても農業支援特別利子助成金など、新たに町独自の支援策も施行されました。今後の坂城町の経

済回復のための足がかりになるかと思います。 

 そこで、さきに同僚議員の質問にもございましたが、これらの町独自の支援策の現状と今後の

さらなる支援策、加えて町内の経済回復のための施策についてお聞きいたします。 

 以上、イ、ロについて質問いたします。 

町長（山村君）  ただいま中島議員さんから新型コロナウイルスの対応についてと、イとして町税

について、ロとして事業所の支援についてということでご質問いただきましたけども、私からは

ロの事業所の支援についての全般をお答えしまして、それぞれの支援策の詳細につきましては担

当課長から答弁させていただきます。 

 まず、新型コロナウイルス感染症は、今年１月に国内で初めて発生が確認されてから５か月足

らずで約１万７千名の方が感染し、長野県内におきましては７６人の方の感染が確認されている

という状況であります。日本国内におきましては減少傾向ではありますが、全世界を見ますと現

在も猛威を振るっている状況であり、早期に有効なワクチンや治療方法が確立され、世界的な流

行が一刻も早く終息するということを願うところであります。 

 全国に緊急事態宣言が出された際、町内事業所におかれましては３密回避への対策や県外出張

の自粛、また、商業店等による休業や時間短縮など、感染防止の取組にご協力をいただいたとこ
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ろであります。 

 緊急事態宣言の解除に伴い、経済活動は徐々に再開されることになりますが、感染リスクはゼ

ロではないということを前提に新しい生活様式を導入しながら、町民、町内事業所の皆様が早期

に平時の生活や事業運営に戻れますよう、様々な支援や取り組みに努めてまいりたいと考えてい

るところであります。 

 これまで、経営活動と事業継続などを支えるため、町で実施してまいりました新たな融資制度

ですとか補助制度等の支援策としましては、商工業者の資金繰りを支援する経営安定特別資金や

農業者の資金繰りを支援する農業支援特別利子助成金のほか、小規模事業者等の経営安定を図る

持続化応援支援金、飲食事業者の方がテイクアウトやデリバリーなど、新たなサービス活動を支

援する新サービス創出応援補助金、また、商工会と連携して町内での消費喚起を促すスタンプラ

リー消費回復応援事業について、事業所ニーズを踏まえ、商工会など関係機関とも協議する中で

創設し取り組んでいるところでございます。 

 また、今議会でもお聞きしましたけども、議員の皆様も、議会中、町内の飲食店にお願いして

昼食をとっていただけるということもご協力いただいております。役場の職員も、水、金ですけ

ども、当面の間、昼食を町内の飲食店にお願いしてデリバリーをしていただく、この取り組みを

しております。 

 また、さらに商工農林課に新型コロナウイルスに関する町内事業所相談窓口を常時開設してお

りまして、事業者のご相談や各種支援策等のご紹介もさせていただいております。 

 ５月１日と６日には、県と町との協調による新型コロナウイルス拡大防止協力金・支援金の町

内事業者申請手続相談会を、また、５月２５日には町内事業所を対象とし、国や県、町などの給

付金や助成金、補助金等の説明会を商工会と連携して実施いたしました。説明会では各種支援制

度の説明とともに、参加された事業所の状況や必要としている支援の内容等についてご意見を伺

ったところであります。いろいろいただきましたご意見は、これからも種々講じていきます今後

の支援策等につなげていきたいというふうに考えております。 

 今回整えさせていただいた制度等をご利用いただく中で、新型コロナウイルスによる影響から

の早期回復を図っていただき、さらに新たな支援策の実施が必要となる場合には、現在実施して

おります支援策の検証とともに、国、県による新たな支援策の内容を踏まえた上で、関係機関と

も協議し検討してまいりたいと考えております。 

 以上であります。 

収納対策推進幹（長崎さん）  １、新型コロナウイルスの対応について、イ、町税についてのご質

問のうち、今後の町税収入の見通しについてお答えいたします。 

 当町は、製造業を中心とした産業が盛んなことから、町税の中でも企業からの法人町民税の占

める割合が高いという特徴があり、このことから、町税収入は経済情勢や景気動向の影響を受け
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やすく大きく増減するため、町税の見込みが立てにくいという状況がございます。 

 また、全世界に広がる新型コロナウイルス感染症による経済への影響は、５月の内閣府による

月例経済報告では、「景気は、新型コロナウイルス感染症の影響により急速な悪化が続いており、

極めて厳しい状況にある」とし、先行きにつきましては「感染拡大の防止策を講じつつ、社会経

済活動のレベルを段階的に引き上げていくが、当面、極めて厳しい状況が続くと見込まれる」と

され、新型コロナウイルス感染症の景気への影響は長期化されるものと予想されております。 

 また、町内主要２０社への直近の業況調査による今後の見通しでも、減少を見込む企業が多く、

住民生活や地域経済情勢については厳しさが増す状況であると想定されます。 

 令和２年度の町税につきましては、５月末の調定ベースで申し上げますと、前年同時期との比

較では、個人住民税、固定資産税、軽自動車税につきましては微増となっておりますが、法人町

民税につきましては大幅に減少している状況でございます。また、これから決算期を迎える企業

に関しましては、さらに新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受けることが予想されるとこ

ろでございます。 

 今後の税収の見通しといたしましては、新型コロナウイルス感染症の影響により経済が大きく

減速し、企業収益が悪化しますと企業からの法人町民税が減少し、併せて従業員に支払う給与等

の減額などにより個人住民税も減少していくことが予想されますが、個人住民税につきましては

前年度の収入により課税されるため、影響が出てまいりますのは令和３年度になるものと考えて

おります。 

 また、町税の中でも大きなウエイトを占める法人町民税につきましては、税率の引き下げによ

る影響や新型コロナウイルス感染症の影響、終息時期などが不透明なことから見通しを立てるこ

とが困難でありますが、極めて厳しい状況が見込まれますため、今後の国内外の経済情勢や町内

企業の状況などに一層注視してまいりたいと考えております。 

 続いて、新型コロナウイルスの影響により町税の納税が困難な方への特例制度の内容について

お答えいたします。 

 町税の徴収猶予の特例制度につきましては、新型コロナウイルス感染症の影響により事業等に

係る収入が大幅に減少し、町税を納付することが一時的に困難な状況にある納税者に対し、申し

出ていただくことにより、無担保で、かつ延滞金を徴収することなく、納期限から最大１年間、

税金を納付する期限を延長、猶予することができる特例制度でございます。 

 徴収猶予の特例制度につきましては、町税だけではなく、国税、県税においても同様の対応と

なっております。 

 徴収猶予の特例制度の対象者は、令和２年２月以降の任意の期間、１か月以上において、事業

等に係る収入が前年同期に比べて２０％以上減少し、かつ一時的に納税することが困難な方が対

象となります。 
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 徴収猶予の特例の対象となる町税につきましては、納付方法にかかわらず、令和２年２月１日

から令和３年１月３１日までに納期限が到来する全ての町税が対象となりますが、猶予申請前に

既に納付されている町税につきましては対象となりません。 

 また、この特例制度においては、法改正施行日の４月３０日から２か月以内である６月３０日、

または納期限のいずれか遅い日までに申請を行えば、この特例の対象とすることができます。 

 具体例を申し上げますと、個人住民税の方の場合ですが、新型コロナウイルス感染症拡大防止

対策による休業要請や外出自粛要請などにより、今年４月の事業収入、売上が８０万円となり、

去年４月の事業収入が１００万円であった場合、これを比較いたしますと収入が２０％減少して

おり、６月に納期限が到来する個人住民税の第１期の納付が困難な状況にある場合につきまして

は、納期限までに申請をいただくことにより、個人住民税の第１期分について徴収猶予の特例の

対象とされ、納期限を最長で令和３年６月３０日まで延長することが可能となります。 

 また、この事業主の方が４月の収入が減少したことにより、４月末が納期限であった固定資産

税の１期分が未納となっている場合には、６月３０日までに、この固定資産税１期分についての

徴収猶予を申請いただくことにより、遡って徴収猶予の特例の対象とされ、令和３年４月３０日

まで納期限を延長することも可能となります。 

 また、前年の月ごとの収入が不明な場合には、年間収入を月数で案分した平均収入と今年の売

上額との比較で減少率を判断することになります。 

 また、徴収猶予の特例制度は１年間の範囲で徴収猶予を申請できるものでございますが、納税

者の方から分納などのご相談があれば、事業の状況などに応じて、猶予期間内の分割納付など計

画的に納付していただくことも可能であると考えておりますので、その都度、相談内容に応じて

柔軟に対応をしてまいりたいと考えております。 

商工農林課長（竹内君）  ロの事業所の支援についてのうち、町独自の支援策についてお答えをい

たします。 

 まず、町独自の融資制度でございます経営安定特別資金（新型コロナウイルス対策）でござい

ますけれども、新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい経営環境にある町内中小企業等

の資金繰りを支えるため、貸付後５年以内は金利負担がゼロの融資制度を創設をいたしました。 

 この融資制度は貸付限度額が５００万円で、保証料も全額補給し、さらに据置期間も２年以内

と延長し、事業者の方が利用しやすい形での融資内容について検討をしてまいりました。 

 当初、３億円の融資枠をもってスタートをいたしましたけれども、４月２０日からの融資あっ

せんの開始後、１か月余りで申込み件数が７４件、融資総額２億７，７００万円の申し込みをい

ただきましたことから、町内金融機関と融資あっせんに係る協定変更を行い、融資枠を約６億円

に拡大をしております。 

 次に、農業者向けの支援でございます農業支援特別利子助成金につきましては、需要の落ち込
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みによる販売不振や価格低下など、経営環境が厳しい農家への融資に対して利子助成を行うこと

で、経営の安定と事業の継続を支援するものでございます。 

 対象は、ながの農業協同組合が取扱います新型コロナウイルス感染症に対応した災害緊急資金

で、農協で取扱う資金の内容は借入限度額が５００万円、償還期間が５年、据置２年となってお

りますが、令和２年１２月３０日までの間で借入申込みをされた町内在住の農業者に対して、

３年間の実質無利子化を行うものでございます。 

 次に、小規模事業者等持続化応援支援金でございます。この応援支援金は、町内の小規模事業

者の事業継続や経営の安定化を図るため、事業全般に使える支援金を給付するもので、従業員数

が２０人以下の製造業や５人以下の商業やサービス業を営む事業者等を対象として、一律２０万

円を支給するものでございます。 

 支給要件につきましては、令和２年２月から６月までの間で、いずれか１か月の売上げが前年

同月比で３０％以上５０％未満減少していることと、同期間内の売上総額、または同期間のうち、

いずれか１か月の売上げが前年同期間、または前年同月比で２０万円以上減少した場合としてお

ります。 

 なお、前年同月比で売上げが５０％以上減少している事業者に関しましては、町の応援支援金

ではなく、国の持続化給付金をご利用いただくこととしております。 

 続きまして、商業支援でございますけれども、新サービス創出応援補助金とスタンプラリー消

費回復応援事業についてご説明を申し上げます。 

 初めに、新サービス創出応援補助金でございますけれども、３密の回避のほか、外出自粛や店

舗の休業、時間短縮などの要請を受けて売上げが落ち込んでいる町内飲食事業者が、新たなサー

ビスとしてテイクアウトや宅配（デリバリー）などの経営の多角化や売上げの確保をする取り組

みに対して、初期経費を補助するものでございます。 

 対象となりますのは、町内の飲食事業者の方が新たに行うサービスを実施するために必要とな

る経費で、テイクアウト用の包装容器等の購入費用や広告・宣伝に係る費用、また、配達用の保

冷・保温ボックスなどの購入費用等を補助対象経費としております。申請期間は８月３１日まで

としており、補助限度額は２０万円となっております。 

 次に、スタンプラリー消費回復応援事業は、町商工会への委託事業として商工会主催により実

施する事業でございますけれども、町内における消費の喚起を促し、新型コロナウイルス感染症

の影響により業況が悪化している飲食業や小売業などを営む事業者の経営回復や経営の安定化を

図るために実施するものでございます。 

 ６月と７月の２回に分けてスタンプ用紙を全戸に配付し、町内の５店舗で千円以上のご利用を

いただいた方全員に千円分の商品券を進呈し、町内事業所の売上げの増加と町民の皆様の家計へ

の支援として実施をしております。 
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 以上、現在までの町独自による支援策について申し上げましたけれども、今後につきましても、

これからの経済活動の進捗や町内企業の状況などを注視しながら、国や県、また関係機関等から

の情報も得る中で、町内事業所が必要とする支援策を講じてまいりたいと考えております。 

５番（中島君）  町長、担当課長より、分かりやすく明確に答えていただきました。 

 町税の収入額につきましては、このような状況下でございます。全体的には、昨日、同僚議員

の答弁にもございましたが、今後とも持続可能な財政運営に努めていただきたいと思います。 

 町税の納入につきましては１年の猶予が受けられ、固定資産税など、既に納期限が過ぎている

未納の町税についても、遡って、この特例制度が受けられる、また、納付方法にかかわらずとい

うことで、口座振替に関しましても止めてくれるということなので、私たちも税の納入・滞納に

対する不安が解消される部分があります。 

 そして、これら町税の猶予に関しましては、役場総務課の収納推進室で柔軟に対応、相談でき

るということなので、この感染症における徴収猶予の特例制度を活用しながら、賃金減少への対

応などしていただければいいかと思います。 

 そして、事業所の支援につきましては様々な視点から取り組まれ、融資についての利用件数は

７４件、２億７千万円を超えている実績となっておるということで、今後も融資の手続が増えて

いるということで、融資額、倍の６億を増額して支援がなされるということで、また商工会との

連携協力にて迅速に対応していることに感謝を申し上げます。 

 これからも、雇用助成金のほか、製造業においては先の見通しに不安を持つ分野もございます

ので、経済回復策と併せて引き続きの支援のほどをお願いいたします。 

 前回の議会の後、感染症に対する対応策、支援策を各担当課長や職員の皆様にお聞きしたとこ

ろ、各所管の部署が支援策、対応策を考えて打ち出しても、それが町民の皆様の支援になるのか、

制度等も利用してもらえるのか、また事業所のための支援につながるのかを真剣に考え悩んでい

る姿に感銘を受けました。 

 この経験のない人類初のウイルスに対し、みんなが努力し、考えながら行動しています。あれ

から２か月が過ぎ、現在は各企業におかれましても、この感染拡大予防対策が取られ、今までと

違う環境でお仕事をされている事業所が見られます。小中学校も再開され、朝、元気よく児童が

登校している姿が見られます。それと同時に給食も始まりました。町内の商業をはじめ、飲食店

の経営者の方々も３密の回避を考え、お客様へ安心安全を考えた営業をしておられるとこも増え

てまいりました。ご利用していただくお客様には３密回避へのご理解、マスク等のご協力をいた

だきますが、安心して町内の商業店舗、飲食店等をご利用いただければと思います。 

 これも、２月２７日に感染症対策本部が設置され、感染症への対応の呼びかけがなされ、町民

の皆様が現在まで感染症と向き合い、予防していただいた結果だと思います。後は生活の安心・

安全と、いつから行事やイベントなどが始められるかだと思います。 
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 政府は、この１００年に一度と言われる感染症対策に対応するため、１次補正、２次補正で、

合わせて事業費総額２００兆円を超える補正予算案を打ち出しており、その中には、これらの感

染症との共存を考えた生活環境に向け、医療体制の整備、雇用調整助成金及び学生への支援等の

強化策をはじめ、観光面ではＧｏＴｏキャンペーンとして旅行費補助などの消費喚起策、さらに

は、これからの感染症との新しい生活様式の対策としてスマートライフ実現のためのＡＩシミュ

レーション事業、企業へのＩＴ導入補助金の特別枠など、数々の政策が組み込まれております。

それぞれの対応につきましても、各関係機関の方々の力が必要でございます。 

 また、感染症での違った側面から研究をしているフィンランドの環境研究所は、ロックダウン

などの影響で世界の感染拡大防止中において、温室効果ガスについて分析したところ、ＣＯ２の

排出量が世界でかなり減少しており、中国においては２５％も減少していたということでござい

ます。しかし、人々の往来が増えれば必然的に元に戻るとの見解も示しております。 

 まとめとしまして、緊急事態宣言が解除された後も祭典の実行委員会、各区会、分館、地域役

員の皆様をはじめ、ＰＴＡ役員、各種交流団体責任者の皆様におかれましては、それぞれのお立

場から感染拡大防止のため、もし感染予防ができなかったらを考え、行事や催事に対し行動して

いただいていることに頭が下がります。 

 これまで、歴史上、私たち人類は困難を克服、また様々な共存策を考え、このような感染症に

おびえることなく、生活や仕事、そして学業、さらにはイベントなど楽しくできる日が必ずやっ

てきます。まずは、そのための準備期間として、もう少しの間、住民の皆様のお知恵とご協力、

そしてご理解を求めていくところだと思います。 

 そして、私自身も議員として、このウイルスを自らも人々に感染させないことを考えながら、

坂城町の感染症対策後の皆様の安心安全の生活と経済発展のためにも、国や県にも働きかけてい

かなければなりません。昨年の台風１９号以来、新型コロナウイルス感染症予防、そして松本、

飛騨地域を中心に起こっている群発地震など、災害に対するアンテナとデマ情報に流されないよ

う、自分自身の命を守るための行動を心がけていただきながら、新しい生活様式を考え、その先

へ進みましょう。 

 以上で、私の一般質問を終わります。 

議長（西沢さん）  以上で、通告のありました１０名の一般質問は終了いたしました。 

 本日の議事日程は終了いたしました。 

 お諮りいたします。ただいまから明日１１日までの２日間は、委員会審査等のため、休会にい

たしたいと思います。ご異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

議長（西沢さん）  ご異議なしと認めます。よって、ただいまから明日１１日までの２日間は、委

員会審査等のため、休会とすることに決定いたしました。 
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 次回は、６月１２日午前１０時より会議を開き、条例案、補正予算案等の審議を行います。 

 本日は、これにて散会いたします。ご苦労さまでした。 

（散会 午前１０時４６分） 
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